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　【はじめに】

　少子高齢化が急速に進展するわが国では疾病構造が大きく変化している。小児医療においては救急医療体制や医療費負担の社会的支援への要望が高まり、青・壮年者は過労やストレスに係る疾病が増加し、高齢者においては生活習慣に基づく疾病などが増加している。このような背景において、国民の医療の質に対するニーズが益々高まっており、これに対応するために医療提供体制の充実、地域での医療連携の充実は重要な課題でとなっている。地域において医療を担うスタッフが連携する大前提として、各々の職能の中でのコンセンサスの構築や業務の質の標準化は不可欠である。

【保険薬剤師と病院薬剤師の違い】

　医療の現場で働く薬剤師は、市中の保険薬局で働く「保険薬剤師」と、病院の薬剤部(課)で働く「病院薬剤師」に大きく2つに別れている。

　保険薬剤師は、医薬分業による処方せん調剤のほかに、一般用医薬品(市販薬)や衛生材料などの販売を通じて、病気になる前のセルフメディケーション(自己治療)の支援や、病気と判断された場合には受診を勧告するなど、地域医療体制のピラミッド構造の最も底辺を担っている。また、学校薬剤師として、公衆衛生の向上に寄与したり、喫煙や薬物乱用についての啓蒙活動も行なっている。また、地元の市、保健所、医師会、歯科医師会との協同で市民健康講座を開催をしている。

　病院薬剤師の業務は、入院調剤、注射薬などの医薬品供給、DI(医薬品情報)業務、病棟における入院患者への薬剤管理指導が中心となっている。また、医師、看護師、臨床検査技師、栄養士などの医療専門職と連携をとりながら、感染制御、緩和ケア、褥瘡ケア、がん化学療法などのチーム医療の一端を担っている。

　このように、2種類の薬剤師には「調剤」という共通の業務はあるものの、業務内容が大きく異なり、これまでお互いの情報交換がほとんどなされていなかった。唯一接点があるとすれば、院外に発行された処方せんについて、保険薬剤師が問合せ(これを処方せん疑義照会という)を行い、病院薬剤師がこれを取り次ぐ場合があることのみである。問い合わせる側と、答える側という立場から、これまで意見が対立することもしばしばあった。このような背景で薬剤師同士が相互理解を深めるために薬薬連携という名のもとに情報交換をする動きが始まった。

 【薬薬連携協議会の概要】

平成14年4月、東京・多摩地区の薬薬連携協議会が発足した。会則でその目的を「本会は多摩地域の薬剤師相互の交流を図り、医療の発展に貢献する」とし、活動内容は、「1.医療分野における連絡・協議、2.研修・研究会、3.その他」と規定している。委員構成は、多摩地区基幹病院の病院薬剤師（多摩西南支部および多摩東支部）と、多摩地区の保険薬局より選出された薬剤師である。委員長は両組織から1名ずつ選出している。第17回協議会からは委員として薬科大学側から1名加わっている。

【定例協議会の開催】

平成14年4月に第1回協議会を開催して以来、隔月に行っている。

【フォーラムの開催】

　平成15年7月に八王子学園都市センターにて第1回多摩薬薬連携協議会フォーラムを開催した。第1回は本会の設立趣旨の説明および定例会の報告を行った。第2回は処方せん疑義照会業務を中心に、病院薬剤師の立場から発表し、第3回は薬局薬剤師の立場から発表した。第4回目は疑義照会について、薬科大学における学生教育の立場から、薬局の立場から、病院薬剤師の立場からと、3者による討論を行った。第5回目はお薬手帳に焦点を絞った。第6回目もお薬手帳について、病院薬剤師の入院時持参薬、退院時における保険薬局との連携について討論した。
【ホームページの開設】

　平成15年4月に本協議会のホームページを開設した。開設の目的は、地域の薬剤師への本協議会の活動の周知および、本会新任委員への経緯説明である。掲載内容は本協議会の会則（設立の趣旨、目的を含む）、委員名簿である。また、これまでに開催した全ての協議会（第1回～19回）の日付と議事録を掲載している。フォーラムについては、第1回～第4回のプログラムとフォトギャラリー（写真集）、次回のフォーラム開催案内を掲載している。さらに、本会を紹介した論文、参加レポート、記事を掲載している。

URL：http://www.shimo-web.com/tamayaku.htm

【相互理解に向けて】

まず相互理解が必要であることを再認識すべきである。お互いの立場、考え方の違いを知ることが連携の第一歩であり、大変重要なことであると考えられる。以下は各委員からの発言である。

○「病院薬剤師と薬局薬剤師、お互いがこんなにもお互いのことを知らなかったのかと実感した。」(病薬支部委員)

○「まずお互いの立場が違う。薬局薬剤師は経営者、店主の立場の者が多いのに対して、病院薬剤師は勤務者、組織の一員という立場。処方せんを出す側、受ける側という立場の違いもある。年齢も違う。これだけ違うと、考え方やものの見方がまるで違うことに気がついた。」(都薬支部委員)

[問題点の掘り出し]

第3回協議会までに問題点の整理を行った。第4回協議会ではチーム編成を行った。

両者共通の最大の問題点として、「処方せんが適正に書かれていない」「疑義照会について連携をとっていく必要がある」が双方に上げられた。

以下は各委員からの発言である。

■連携の意義

○慢性疾患が増えているなかで外来、入院を繰り返す患者さんがそのどちらでもきちんとしたサービスが受けられなければ、薬剤師に不信感を抱く。連携が取れていればきちんとしたサービスが提供でき患者さんが喜ぶ。患者さんが喜ぶことが連携の第一義のはずである。その結果、薬剤師の職能もアピールできる。(病薬支部委員)

○「いま問題点を整理しておけば、今後どこか別の地区で医薬分業を行う場合、どんな注意が必要なのかがわかる。これからさらに医薬分業を発展し定着させていくためにも、いまやる必要がある。」(都薬・病薬支部委員)

○「薬薬連携を推し進める意義について、医療機関のなかで行なわれている薬に関する患者サービスが、分業によって地域に広がった場合でも同じサービスを受けられるようにしなくてはならない。そのためには、病院薬剤師、保険薬局薬剤師が共通の知識を持ち、処方せんがスムーズに流れ、きちんとした調剤と情報提供が行なわれる必要がある。それらを実現するには薬薬連携で薬剤師が職能を果たすことできる環境を作る必要がある。」(病薬支部委員)

■不備処方せん・疑義照会について

○「不備のある処方せん、約束処方が記号で書かれた処方せん、読めない字の処方せんがまだまだ少なくないのが現状。疑義照会が薬剤師の義務であることを知らない医師も多い。」(都薬支部委員)

○「処方せんを院外に出す以上、きちんとしたルール作りをすることは病院薬剤師の務めだと思う。また、病院薬剤師は医師にそれだけのことをいうための力を持たないといけない。」(病薬支部委員)

○「病院薬剤師は院内の医師に正しい処方せんの書き方をレクチャーすること。またなぜ疑義照会がくるのかを理解してもらうことが必要。」(都薬支部委員)

○「後発品使用の意図や一包化に対する医療機関の方針を聞いておけば、必要のない疑義照会も減るしトラブルも減る。医療機関の方針を聞くなかで薬局の現状も話せば薬局薬剤師の立場もわかってもらいやすい。」(都薬支部委員)

■服薬指導について

○「保険薬剤師の説明で患者さんの不安を増長させることのないように情報交換や合同研修会が必要」(病薬支部委員)

○「入院時や退院時にどのような服薬指導が行われているのか知りたい」(都薬支部委員)

■情報の共有化・お薬手帳

○「病院からは患者さんがどこの薬局に行っているのか跡を追えない。処方せんを渡してしまったら患者は医療機関の手を離れ、自宅でどのように薬を飲んでいるのか、健康管理をしているのか、病院薬剤師はまったくわからない。これでは何かあったときに、問い合わせることもできない」(病薬支部委員)

○「各薬局にどの患者さんが行っているのかのデータベースが欲しい。疾患名や薬の情報は入れなくてもいいから、誰がどこにいっているかが判れば連携をとるのに非常に役立つ。」(病薬支部委員)

○「患者がどのような疾患にかかっているのか、医療機関でどのような治療や説明を受けているのか保険薬局ではわからないため、患者さんに服薬指導を行なったり健康管理をする上でこれが大きなネックとなっている。」(都薬・病薬支部委員)

○「医療機関によっては退院時情報提供書を出しているところもあるが、それが誰の手に渡り、どこまで活用されているかはほとんどわかっていない。」（病薬支部委員）

○「医療機関から患者情報を電子化して保険薬局に流すにはプライバシーや情報セキュリティーの問題がある。その点、お薬手帳なら情報を管理するのは患者自身で問題がない。」

（都薬支部委員）

○「せっかくのお薬手帳がまだ充分活用されていない。ただし、普及していくためにはフォーマットの統一が必要。」（都薬支部委員）

○「お薬手帳を何冊も持っている。do処方なのに漫然と記載されている。」（病薬支部委員）

○「お薬手帳は１冊にまとめるべきで、病院でも薬局でも提出し、記入してもらえることをもっと知ってもらうキャンペーンを行うべきだ。」（都薬支部委員）

■備蓄について

○「後発品の処方について地域である程度のルールを作っておかないととても対応できず、患者さんに迷惑がかかる」(都薬支部委員)

○「近くの病院から刻み漢方を出したいといわれ困っている」(都薬支部委員)

■薬-薬連携以前の問題点

○薬局はネットワーク化されており情報を流せばスムーズに回るが、病院の薬剤部間には連絡網がなく情報が回らない。(都薬支部委員)

○薬局はそれぞれが一国一城の主だけに、医療連携に関する意識が高いとはいえない。(都薬支部委員)

■法律・医薬分業システム等に関する問題提起

○「医師にも専門があるように、薬局にもジャンルがあっていい。ここは漢方が得意、麻薬を揃えている、小児科専門というような。そのうえで医療機関から紹介することがあってもいいのではないか。」(病薬支部委員)

○「病診連携で病院から診療所は紹介してもいいのに、なぜ分業ではしてはいけないのか」(病薬支部委員)

○「がん患者が麻薬を薬局で受け取ることも増えてきたが、麻薬には種類がたくさんあり、しかもそれぞれが高額である。頻繁に出るわけでもないのにすべての麻薬製剤を一薬局で取り揃えておくのは難しい。しかし、患者側からすればどこへいっても薬が受け取れることが分業の理念であるのに、うちでは取り扱っていません、といわれるのは理不尽と感じるだろう。」(都薬支部委員)

○「せめて、薬局間で麻薬の貸し借りができればいいのが、法律でそれも禁じられている。管理センターでの小分け等の措置はとれないものか。」(病薬支部委員)

以上を踏まえ、課題を克服するための具体的な対策を検討するため、以下の3チームを編成することにした。

1班　適正な処方せんと正確な調剤

2班　患者情報の共有化「お薬手帳等の利用」

3班　研修・教育

【連携すべき課題】

　保険薬剤師、病院薬剤師が連携すべき課題として以下の主に6点があげられる。

1.「院外に発行された処方せんが適正に記載されていない。医師にしっかりと理解、協力してもらう体制作りが必要である。」

2.「処方せんの疑義照会についてより進んだ連携をとる必要がある。」

3.「患者にお薬手帳の使用方法を啓蒙し、連携を進める。病院の退院時処方、副作用情報などの情報も記入する必要がある。」

4.「後発品の処方や一般名処方への対応について連携が必要である。」

5.「最新の薬物療法の知識や適応外使用の情報を共有し、知識を高め合う必要がある。」

6. 「市民の健康への啓蒙活動を共同で開催したい。」

【今後の展望】

東京・多摩地区の薬薬連携協議会は、保険薬局と病院の薬剤師という、立場の異なる薬剤師が同じテーブルについたことの意義が大きい。一方、薬剤師への教育年限は、平成18年度薬科大学新入生より6年制となる。これに伴う実務実習の内容の充実、実習期間延長などがあり、薬科大学、薬学部との連携が重要となろう。

　冒頭に触れた通り、薬薬連携はあくまで地域での医療連携を行うための前段階と考えられる。地域医療連携の中で、保険薬剤師と病院薬剤師がお互いに果たすべき役割を認識し、薬にかかわるプロフェッショナルとして一丸となって課題に取り組んでいきたい。
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